
先週のポイント

先週の市場動向（内外株式）

国内株式 東証33業種別騰落率 外国株式 S&P500業種別騰落率
（上位） 1 電気･ガス業 3.7% （上位） 1 公益事業 2.6%

2 その他金融業 2.6% 2 不動産 1.3%
3 サービス業 2.3% 3 電気通信サービス -0.7%
4 食料品 2.0% 4 一般消費財・サービス -0.7%
5 非鉄金属 1.9% 5 エネルギー -0.8%

（下位） 1 石油･石炭製品 -2.3% （下位） 1 素材 -3.2%
2 鉱業 -0.3% 2 金融 -2.4%
3 海運業 -0.2% 3 生活必需品 -2.1%
4 繊維製品 -0.1% 4 資本財・サービス -2.0%
5 建設業 0.3% 5 情報技術 -1.0%

(出所)Bloomberg (出所)Bloomberg

特別勘定運用部
2018年3月19日

米朝首脳会談が5月に開催される見通しとなったことに加え、前週末の米雇用統計が大幅に市場予想を上回ったことを受けて週初は株高・ド
ル高で反応。しかし、その後は森友学園を巡る決裁文書書き換え問題や、トランプ大統領による国務長官の解任、中国からの輸入品に対して
米国が新たな関税賦課検討との報道等を背景に内外政治への懸念が強まり、週末にかけて株安・ドル安の相場展開となった。

上昇 下落
良好な米雇用統計を受けた米
国株高を好感し、日本株も週初
から上昇。為替の円高一服も買
い材料となったものの、森友学
園を巡る問題で財務省が決裁
文書の書き換えを認めたことで
政治情勢への警戒感が広がっ
た。米国の政権運営混乱も相
まって、日本株は次第に上昇幅
を縮小。

（米国）ティラーソン国務長官の
更迭などを受け、政権運営へ
の不透明感が強まったことや、
中国との貿易摩擦懸念から、
株価は週間で下落。
（中国）トランプ政権が中国から
輸入している電子機器等へ関
税を検討しているとの報道を受
け、米中摩擦の激化懸念から
株価は週間で下落。

日経平均株価 ＮＹダウ

ユーロストックス 上海総合
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上海総合

2017年3月末 2月28日 3月9日 3月16日
（年度始～）

2017年3月末比
（前月末～）
2月28日比

（前週末～）
3月9日比

日経平均株価（円） 18,909 22,068 21,469 21,676 14.6% -1.8% 1.0%

TOPIX（ポイント） 1,512 1,768 1,715 1,736 14.8% -1.8% 1.2%

NYダウ（ドル） 20,663 25,029 25,335 24,946 20.7% -0.3% -1.5%

S&P 500（ポイント） 2,362 2,713 2,786 2,752 16.5% 1.4% -1.2%

ナスダック総合指数（ポイント） 5,911 7,273 7,560 7,481 26.6% 2.9% -1.0%

ユーロストックス（ポイント） 373 382 381 381 2.1% -0.2% 0.0%

上海総合指数（ポイント） 3,222 3,259 3,307 3,269 1.5% 0.3% -1.1%

円／ドル（円） 111.39 106.68 106.82 106.01 -4.8% -0.6% -0.8%

円／ユーロ（円） 118.67 130.08 131.46 130.28 9.8% 0.2% -0.9%

ドル／ユーロ（ドル） 1.0654 1.2193 1.2307 1.2289 15.4% 0.8% -0.1%

ＷＴＩ 原油先物（ドル/バレル） 50.60 61.64 62.04 62.34 23.2% 1.1% 0.5%

*金利は変化幅

日本10年国債（％） 0.07 0.05 0.05 0.04 -0.03 -0.02 -0.02

米国10年国債（％） 2.39 2.86 2.89 2.84 0.46 -0.02 -0.05

ドイツ10年国債（％） 0.33 0.66 0.65 0.57 0.24 -0.09 -0.08

イタリア10年国債（％） 2.32 1.97 2.01 1.98 -0.34 0.01 -0.03

スペイン10年国債（％） 1.67 1.54 1.44 1.38 -0.29 -0.16 -0.06
*市場が休日の場合は前営業日の数値を記載しています。 (出所)Bloomberg
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先週の市場動向（内外金利、為替、経済指標）

国内金利

米国金利

為替

為替

～ガソリン価格や家賃等が影響 ～半導体関連が好調な動き

～ 政治面での継続的な悪材料が相場の重しに

　

※ 現時点での市場見通しを示したものであり、当社の投資方針と必ずしも整合するとは限りません。

※ 本資料は当社が情報提供を目的に作成したものであり、保険募集を目的とするものではありません。

※ データの一部は当社が信用できると判断した情報源より作成しておりますが、正確性・完全性について当社が保証するものではありません。 お問い合わせ先：特別勘定運用部
※ 最終ページのご連絡事項についてよくお読み下さい。

米政権の保護主義的な政策や高官の更迭･辞任、国内でも森友問
題を巡る安倍政権への影響など、先行き不透明感の強まりを受け
て投資家のリスク回避姿勢が強まり、10年債利回りは0.035％まで
低下した。

金利低下

今後の見通し

■日米の政治不安を嫌気し、株式市場は上値の重い展開か
・今週も内外の政治情勢に対する不透明感から株式市場は様子見姿勢の強い展開が
予想される。国内では森友問題を控え、本邦投資家はリスクを取りづらい状況が続く。
また、海外では米国が中国の知的財産侵害への対抗措置として広範な中国製品への
関税引き上げを検討との報道もあり、19-20日に控えるG20で米中対立が激化する可
能性も懸念されている。
・3月20-21日には米国でFOMCの開催が予定されており、0.25%の利上げが見込まれ
ている。今回は声明発表のほか、経済見通しの発表とパウエルFRB議長による初の記
者会見があるため、今後のFRBによる金融政策の方向性を見極めるイベントとして注
目したい。

 TEL 050－3780－1007

金利低下
前週の雇用統計で賃金上昇率が穏やかだったことや、火曜発表の
CPIが落ち着いていたことを受け、米国債券は買い戻し基調。政治
的な不透明感も影響し、10年債利回りは一時2.8％を割る水準まで
低下した。

円高ドル安

ドル円は、週前半に107円台まで戻す場面もあったが、米国でティ
ラーソン国務長官の解任など主要高官の辞任や更迭が続く中リス
クオフのドル売りが強まり、週末は105円台の円高ドル安となった。

日米10年国債金利

米国 2月消費者物価 日本 1月機械受注

日米の政治動向
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(出所)Bloomberg※ 判定は、事前予想よりポジティブであれば ○ 。
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予測 実績

CPI（前年比） 2.2% 2.2%
コアCPI（前年比） 1.8% 1.8%

予測 実績

機械受注（船舶･電力を除く民需）
（前年比）

▲0.7％ 2.9％

日本 経済指標 期間 予測 実績 判定

3/14 機械受注(船電除く民需/前月比) 1月 +5.2% +8.2% ○

米国 経済指標 期間 予測 実績 判定
3/13 消費者物価指数(前月比) 2月 +0.2% +0.2% -

3/14 小売売上高速報(前月比) 2月 +0.3% -0.1% ×

3/15 新規失業保険申請件数 3月10日 22.8万件 22.6万件 ○

3/16 住宅着工件数 2月 129.0万件 123.6万件 ×

3/16 鉱工業生産(前月比) 2月 +0.4% +1.1% ○

3/16 ﾐｼｶﾞﾝ大学消費者ﾏｲﾝﾄﾞ（速報値） 3月 99.3 102.0 ○

中国 経済指標 期間 予測 実績 判定

3/14 小売売上高(前年比) 2月 +9.8% +9.7% ×

3/14 鉱工業生産(前年比) 2月 +6.2% +7.2% ○

(出所）日本経済新聞

米国の主な政治日程

2018年3月23日

5月14日

5月末まで

6月8～9日

11月6日

2020年11月

トランプ政権が鉄鋼とアルミ
ニウムの輸入制限を発動

イスラエルの米大使館を
エルサレムに移転

米朝首脳会談

G7首脳会議（カナダ）

中間選挙（下院全議席と
上院の3分の1を改選）

大統領選

 【日本】学校法人森友学園への国有地売却に関する財務省の決裁文書書き換え問題で、安倍政権

への信頼が揺らぎ始めた。与野党は19日に参院予算委員会で集中審議を実施することで合意。ま

た、集中審議後は、佐川前国税庁長官の証人喚問を行う方向で動いている。

 先週末に実施された国内の報道4社による世論調査では、内閣支持率はいずれも30％台に急落。9

月の自民党総裁選での安倍首相の3選が危うくなる可能性も出てきている。また、18年度予算案成

立後には財政健全化計画の策定等の議論が本格化するが、財務省発の問題で政権が混迷を深め

る中、消費増税等痛みを伴う改革が進めにくくなる可能性も懸念されている。

 【米国】トランプ大統領はティラーソン国務長官の解任を決定し、後任にポンペオCIA長官を指名。こ

のタイミングでの交代は、米朝首脳会談が本格化する前に体制を刷新する狙いがある。ポンペオ氏

は対北朝鮮やイランで強硬姿勢を示すトランプ氏に考え方が近い。

 通商政策においても、ポンペオ氏は強硬なタカ派とされ、強硬的な保護貿易策に歯止めが利かなく

なるリスクもある。市場は先ごろ打ち出された高関税による輸入規制とともに警戒感を強めている。

日付 国 イベント 予測値
3/19 - G20財務相・中銀総裁会合（～20日） -

3/20 米 FOMC（～21日） -

3/21 米 パウエルFRB議長記者会見 -

2月 中古住宅販売件数（百万件） 5.40

3/22 独 3月 IFO企業景況感指数 114.6

- 3月 各国製造業PMI -

3/23 日 2月 消費者物価指数（前年比） 1.5%

米 2月 耐久財受注（前月比） 1.7%

2月 新築住宅販売件数（千件） 624

今週の注目イベントなど
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